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従業員の副業の解禁

１　従業員の副業の制限
　ひと昔前までは多くの会社が原則として従業員

の副業を禁止してきましたが、政府は平成30年を

｢副業元年｣ と位置づけ、以来 ｢働き方改革｣ の

一環として従業員の副業を推進しています。令和

元年の民間会社の調査によれば、従業員への副業

を推進している会社および容認している会社の割

合は30.9％にも上り、この割合は今後も高まって

いくものと思われますが、一方で未だ多くの会社

は従業員の副業に制限を設けていることが分かり

ます。

　そもそも、雇用契約および労働契約上、在職中

の従業員は労働時間内において会社の指揮命令に

従うべき義務を負うものの、労働時間以外の時間

においては私生活の自由があることから、労働時

間外での副業については原則として従業員の自由

であると解されます。

　そのため、例外的に副業を制限することが認め

られる事情として、労働時間外に副業をすること

により①労働時間が長時間に及び従業員が心身の

健康を害し、本業における業務遂行に支障を来す

可能性が認められる場合、②従業員が雇用契約上

負っている会社の業務上の秘密を守る義務に反す

る可能性が認められる場合、③従業員が雇用契約

上負っている会社と競合する業務を行わない義務

に抵触する可能性が認められる場合、④従業員が

労働契約の附随する義務として負っている会社に

対する忠実義務に抵触するような会社の名誉、信

用を毀損する行為をする可能性が認められる場合

などが考えられます。

２　従業員の副業を認める場合の注意点
　従業員の副業を許容する場合、上記①～④のよ

うな不都合な事情が生じることがないよう適切に

対応しなければなりません。

⑴　就業規則等の整備
　まず、就業規則において、原則として、従業員

 現在、当社では従業員の副業を認めてきませんでしたが、近年、従業員から副
業の許可を求める声が増えており、これを認めるようにする方向で検討していま
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は副業を行うことができること、例外的に、上記

①～④のいずれかに該当する場合には、副業を禁

止又は制限することができることとし、併せて、

副業を認める業種や業態、副業を始める際の従業

員の手続き、副業にあてる労働時間等の状況を把

握するため制度についても検討し、規定しておく

必要があります。

　さらに、就業規則に違反する形で副業を行った

場合の懲戒処分の内容についても検討し、規定し

ておくべきでしょう。ただし、形式的に就業規則

に抵触する形で副業を行った場合でも、職場秩序

に影響せず、使用者に対する労務提供に支障を生

ぜしめない程度、態様のものについて、就業規則

違反に当たらないとし懲戒処分を認めなかった裁

判例もあることから、懲戒処分を行う場合はただ

就業規則に抵触したという事情だけでなく、職場

秩序に影響を及ぼしたか否か等の諸事情をも考慮

することが必要です。

⑵　従業員の労働時間管理および健康管理
　労働基準法第38条１項は「労働時間は、事業場

を異にする場合においても、労働時間に関する規

定の適用については通算する」と規定しており、

「事業場を異にする場合」とは事業主を異にする

場合も含むとされています。

　そのため、意図せずに労働基準法32条が定める

労働時間の制限（原則として１週間について40時

間）を超えて従業員に労働させたり、時間外労働

に対する割増賃金が不払いとなったりしないよう、

副業を行う従業員の労働時間を正確に把握し、管

理する必要があります。

　会社としては、基本的に副業を行う従業員から

申告を受けてその労働時間を把握することになる

と考えられますので、申告のための制度を構築し

たうえで、副業を行う従業員に対し労働時間を会

社に申告するよう周知しておくことが必要です。

　なお、他社の会社役員や特定の事業や事務所に

属さずに個人事業主やフリーランスとして副業に

従事する場合、それらには雇用関係がないためそ

もそも労働基準法の適用がないので、副業に従事

した時間について労働時間に通算することは不要

です。もっとも、労働基準法上の労働時間の通算

が不要な場合だとしても、従業員が過労にならな

いよう従業員の健康管理の観点から、会社は従業

員が副業に従事した時間を把握しておくべきで

しょう。

　また、労働契約法５条は「使用者は、労働契約

に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保

しつつ労働することができるよう、必要な配慮を

するものとする」と規定しており、会社は従業員

に対する安全配慮義務を負っています。

　従業員に副業を認める場合、当該従業員が仕事

に従事する時間は増加するため、長時間労働によ

る健康障害の危険性は高まるものと解され、実際

に健康障害が生じてしまった場合、会社は当該従

業員に対する安全配慮義務違反が問われかねませ

ん。会社としては、従業員に健康障害が生じる前

に、副業での労働をも考慮した健康管理措置をと

る必要があります。

⑶�　従業員の秘密保持義務、競業避止義務、誠実
義務についての注意喚起
　従業員は、労働契約上、労働の内容・労働提供

方法・労働場所などについて使用者の指揮に従う

誠実義務を負うほか、労働契約に基づく付随義務

として営業秘密の保持義務、競業避止義務を負う

ものと解されます。

　専業の従業員と比して、副業を持つ従業員は誠

実義務、秘密保持義務、競業避止義務に反するこ

とになる危険性が大きくなるものと一般的に考え

られることから、会社は、副業を始めようとする

従業員には、業務上の秘密となる情報の範囲や、

業務上の秘密を漏洩しないこと、また、禁止され

る競業行為の範囲や、会社の正当な利益を害しな

いことについて注意喚起しておくべきであり、会

社の対応として確認書により従業員の意思表明を

求めておくことも考えられます。
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